




















































































































































































































































































































































































































































　仮説 3 ： 変更後は国家機関に対して建設的な
意見を述べるようになる。




























































































































































































































































































































































































































政治問題 変更前 14 311 14978
変更後 10 206 10707
社会問題 変更前 16 378 17702
変更後 23 528 24966
経済問題 変更前 5 82 5070
変更後 2 42 2086




















は有意ではなかった（t  = 0.160， df = 122， n.s.， 
等分散を仮定する）。企業に対しては変更前0文，
変更後3文であり，t 検定の結果10％水準で有意







































あり，t 検定の結果は有意ではなかった（t  = 






後で記事内容に差異があることがわかった（t  = 










り，t 検定の結果は有意ではなかった（t  = 0.045， 
df = 904， n.s.， 等分散を仮定する）。企業に対し
ては変更前7文，変更後1文であった。平均文字
数は変更前0.73字，変更後0.15字である。t 検定
の結果10％水準で有意な差が見られた（t  = 1.729， 












t 検定の結果は有意であった（t  = 2.102，df = 

























の結果は有意ではなかった（χ2 = 1.069，df = 1， 
n.s.）。それゆえ，変更前後で差異があるという帰






































変更前 9（26.5） 25（73.5） 34（100.0）
変更後 8（40.0） 12（60.0） 20（100.0）
合計 17（31.5） 37（68.5） 54（100.0）
表９，地方政府に対する対象の曖昧さ（カッコ内は％）
曖昧 明確 合計
変更前 16（28.1） 41（71.9） 57（100.0）
変更後 19（48.7） 20（51.3） 39（100.0）
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